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大規模損害賠償訴訟に係る引当金の見積りに関する一考察 
 
                        
A study of allowance estimation for a large amount of compensation legal action 




Abstract  The purpose of present study is derive the fact that it is to be noted that lack rules for 
allowance estimation in Japan. For this purpose, I take up an information disclosure 
system of a large compensation against a company and focus on recording of expenses 
of compensation. Then I investigate compensation allowance estimate formalities of 
Chisso Corporation. Because it is certain that a typical case of large legal action against 
the pollution disease in Japan is Chisso. 
         Fullness of the disclosure content observe by illustration of three responsible 
companies of Big-four pollution disease in Japan. Meanwhile, quality of the disclosure 
content or sufficiency of J-GAAP and IFRS rules show by comparing Chisso's 




















































                 

























































































補償金の負担を余儀なくされている。水俣病が 1956 年 5
月に公式に確認されてから 60 年を経てもなお完全解決
には至っていない。1978 年 10 月に上場廃止となった後
も店頭登録企業として、また 2000 年 4 月以降はグリー
ンシート銘柄企業として有価証券報告書の開示を行って
いる。 



















































































三井金属鉱業は、1968 年 3 月提訴を受け、当該会計期
間である 1968 年 3 月期から 1970 年 9 月期までにおいて
は有価証証券報告書における情報開示を何ら行わなかっ


















                 












患者数（訴訟派 45 名、和解派 89 名）、本年 3 月末までの
認定患者 233 名に対し 5 月末日までに患者 1 人当り約
1,600 万円を仮払済である旨、本年 4 月以降の認定患者
161 名、一部につき仮払済である旨、認定患者数計 588 名

























部における控訴審は、1972 年 8 月 9 日、三井金属鉱業の





































































































なお、2016 年 3 月末現在の水俣病関連損失累計はチッ
ソのウェブサイトに開示されており、補償金 1,574 億円、
解決一時金 317 億円、救済一時金 755 億円及び漁業補償









翌々期である 1972 年 12 月期に「阿賀野川有機水銀中毒
事件損害補償金」3,635 百万円を計上した。1995 年 12 月
及び 1996 年 12 月期に「新潟水俣病問題解決金」1,509
百万円及び 1,258 百万円を計上した。2010 年 12 月期以
降は「新潟水俣病関連引当金繰入額」を使用し、2015 年






示は、1995 年 9 月 28 日の政府与党合意による「水俣病
問題の解決について」の政府主導の解決案に基づき支払
うこととなった一時金にかかるもの（新潟水俣病問題解


































                 
                 
の全体像を知ることはできない。 
 
５・２ 英 BP 社の補償金にかかる情報開示 
以上に対し、2010 年 4 月のメキシコ湾原油流出事故
（以下、事故という）の責任企業である BP 社の補償にか
かる情報開示は充実している。BP 社は IFRS 適用企業で
















BP 社が事故に関連して設立した 200 億ドルの補償基金
「ディープウォーター・ホライズン・オイル・スピル・



































る可能性が高い(more likely than not)場合をいう（IAS




































































































（受理 平成 29 年 3 月 10 日） 
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